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業務監査実施結果報告書 

事業者名 小田急電鉄株式会社 本社 実施期間 令和元年１２月１７日～令和元年１２月１８日 

検査箇所 本社、新宿駅、成城学園前駅、片瀬江ノ島駅、町田駅、海老名駅、小田原駅 

監査項目 取組状況 所    見 所見に対する回答 

１．運賃等に関する事項 
（１）関係法令、通達に基づ
く諸手続等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）運賃・料金の誤表示、
誤収受関係 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・ 小田急電鉄株式会社（以下「小田急

電鉄」という。）における運賃・料金
設定等に関する諸手続については、
関係法令等に基づき適正に処理され
ている。なお、現行の運賃は、令和
元年９月５日に認可を受け、同年１
０月１日より実施している。 

・ また、鉄道運輸規程第４条に基づく
運賃表、旅客列車の時刻表その他運
輸上必要となる旅客営業規則等の備
え付け、同規程第８条に基づく運賃
表、時刻表の掲示については、現地
調査を行った各駅において適切に実
施されており、同規程第１２条に基
づく乗車券の券面表示（通用区間、
通用期間、運賃額及び発行の日付等）
については、適正に記載されていた。 

 
・ 運賃・料金の誤収受は、過去３年間

において３件発生している。原因と
しては、システム設定のミスによる
ものが２件、機器トラブルによるも
のが１件あった。 
これらの誤収受の再発防止のため、
メーカーと連携して原因調査、分析、
システム・機器の改修等を行い、再
発防止に努めていることを確認し
た。 

・ 運賃表の作成・更新時には、本社及
び各駅において運賃表の記載内容を
確認したうえで駅に掲示する体制を
構築しており、誤表示防止に取り組

 
・ 関係法令、通達に基づき適正に処理

されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 運賃・料金の適正な収受は、運賃制

度を適正に運用するための基本であ
り、また、運賃収受の信頼性の確保
は、鉄道事業者の社会的信用を維持
するための重要な課題であることか
ら、今後とも誤表示や誤収受の発生
防止に向け、ソフト・ハードの対策
への積極的な取組みが望まれる。 

 
 
 
 
 
 

 
・ 引き続き、関係法令、通達を遵守し

適切に処理を進めてまいります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 当社がおかれている社会的意義の高

さに鑑みて、係員教育などのソフト
面と駅務機器の整備などのハード面
の双方において、運賃・料金の誤収
受を発生させないよう継続して取り
組んでまいります。 
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（３）企画乗車券・福祉割引
関係 

 ①企画乗車券 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

んでいる。 
・ また、自動券売機の釣銭誤装填を防

止するため、ハード面の対策とし
て、釣銭装填時に硬貨の種別を自動
で検銭する券売機・精算機を、各駅
において現在設置している機器の更
新のタイミングに合わせて順次設置
しており、精算機についてはすでに
全ての駅で設置を完了しているこ
と、また、ソフト面の対策として、
釣銭装填作業や確認作業の実施手順
についての「作業基準」を策定して
駅員に教育を行っていること、釣銭
装填時に係員が誤装填をしないよう
注意を促すステッカーを貼付するな
ど工夫していることを確認した。 

・ なお、運賃の誤表示、誤収受が発生
した場合には、各駅から本社及びト
ラブル発生時の一次窓口を業務委託
しているシステム会社のサポートデ
スクに報告のうえで対応することと
している。 

 
・ 小田急電鉄では、「箱根フリーパス」

「江の島・鎌倉フリーパス」「丹沢・
大山フリーパス」等の観光地周遊型
のフリー乗車券、「小田急東京メトロ
パス」等他の鉄道事業者と連携した
フリー乗車券、「Greater Tokyo 
Pass」「富士箱根パス」「箱根鎌倉パ
ス」等インバウンド向けのフリー乗
車券等を設定しており、自社完結型
の商品だけではなく、他の鉄道事業
者や他モードの交通機関と連携して
フリーエリア内の利便性向上及び訪
日外国人の鉄道利用促進を図る商品
等、多様な商品を設定している。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 今後とも、訪日外国人も含めた利用

者ニーズの把握に努めるとともに、
利用者利便の向上、需要喚起に資す
る商品の提供を検討することが望ま
れる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 引き続き、お客さまの利便性向上と

鉄道利用促進につながる商品が提供
できるよう、様々な手段で利用者ニ
ーズを把握するとともに、そのニー
ズを踏まえた新商品の設定や既存商
品の改良に努めてまいります。 
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 ②福祉割引 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）個人情報取扱関係 
 
 
 

・ 小田急電鉄では福祉割引として、身
体障害者及び知的障害者に対する運
賃の割引を実施している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 個人情報については、社内規程によ

り個人情報の取得、保有、利用、管
理等に関する取扱いを定め、各駅に
おいて実施していることを確認し
た。 

・ また、個人情報の管理が適切に行わ
れていることを確認するため、定期
的に内部監査等を実施していること
を確認した。 

 

・ 障害者割引の拡充については、第１
９８回通常国会において「精神障害
者の交通運賃に関する請願」が衆・
参両院において採択されたことを踏
まえて精神障害者に対する割引の導
入や、単独乗車の場合における距離
制限などの諸条件の撤廃、目と耳の
両方が不自由な盲ろう者の移動支援
とコミュニケーション支援を行う通
訳・介助員の２名に対する割引の導
入等、障害者団体等から多くの要望
が寄せられているところであり、今
後とも、適用拡大等の検討について
理解と協力をお願いする。 

 
・ 個人情報の取扱いについては、鉄道

事業者の社会的信用を維持するため
の重要な課題であることから、今後
とも、個人情報の取扱いについて積
極的な取組みが望まれる。 

・ 障害者割引については、社会的参加
を後押しするという観点からその必
要性は認識しておりますが、割引に
より生じる減収分は他のお客さまに
広くご負担いただき補う形となって
いることから、適用拡大については、
その負担の在り方等を含め検討され
るべきと考えております。 

 
 
 
 
 
 
 
・ 引き続き、法令や社内規程に基づき、

定められた期間での点検を怠ること
なく、適切かつ厳正な管理に努めて
まいります。 

 
 

２．輸送障害等発生時におけ
る旅客対応に関する事項 

（１）輸送障害等発生時の旅
客への対応方法等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
・ 輸送障害等が発生した場合は、「輸送

障害時対応マニュアル」に基づき対
応している。実際に輸送障害等が発
生した場合は、障害発生場所から速
やかに運輸司令所に通報するととも
に、通報を受けた運輸司令所では指
令電話、列車無線等により各列車、
各駅に対して情報伝達を行ってい
る。また、輸送に大きな影響を及ぼ
す輸送障害等が発生した場合には、
「大規模鉄道事故事業継続計画」に
基づき、現地対策本部や必要に応じ

 
 
・ 一度首都圏で輸送障害が発生する

と、極めて多くの旅客に影響を及ぼ
すことから、特に長時間の運転見合
わせや駅間停車が発生した場合に、
適切かつ迅速な旅客対応が行えるよ
う、今後とも、輸送障害等発生時の
旅客対応の向上のための継続した取
組みが望まれる。 

 
 
 
 

 
 
・ 引き続き、輸送障害の早期復旧や迅

速なお客さま対応ができるよう体制
の強化に努めてまいります。また、
バスによる代替輸送のためグループ
バス会社との連携を図り、連絡体制
を強化するとともに、駅間停車列車
の旅客救出については定期的な訓練
を継続し、スムーズな避難誘導がで
きるよう努めてまいります。 
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（２）災害等発生時の旅客へ
の対応方法等 

 
 
 

て事故対策本部、総合対策本部を設
置し、運輸司令所及び各対策本部が
それぞれの役割分担のもと、旅客の
救済や早期復旧に向けた対応を行っ
ている。 

・ 長時間の運転見合わせが発生した場
合には、「代替バス輸送ファイル」に
基づき、必要に応じてグループバス
会社に代行輸送を要請することとし
ている。また、各駅においては、駅
構内の滞留者の状況等に応じて入場
規制を実施している。 

・ 駅間で列車が停車した場合の旅客の
避難誘導については、復旧に概ね３
０分以上を要することが見込まれる
場合に、施設や車両の状況及び復旧
見込みに要する時間を勘案したうえ
で実施している。また、避難誘導を
開始するまでの間、列車内の旅客に
対して、現在の状況、復旧作業の進
捗状況、避難誘導の手配の状況等に
ついて随時情報提供を行っている。
その他、旅客の救出が困難な場合に、
警察や消防、自治体等の関係機関か
らの支援が円滑に受けられるよう、
関係機関に支援を要請するための体
制を構築している。 

・ また、大規模な輸送障害等が発生し
た場合には、本社各部で振り返りに
よる課題抽出や対策を実施してお
り、総括安全マネジメント会議等を
通じて本社及び現場間で共有してい
ることを確認した。 
 

・ 災害については、「大規模地震事業継
続計画」を整備して災害等発生時に
おける職種別の業務手順等について
定めており、災害等発生時には同計
画に基づき総合対策本部を設置して

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 今後とも、行政機関等が組織する協

議会等へ参加するなど、災害や鉄道
テロ等発生時における警察や消防、
沿線自治体等関係機関との連携強化
により、旅客の避難誘導や帰宅困難

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 引き続き外部機関、自治体との連携

を強化してテロ訓練や帰宅困難者へ
の対応訓練を実施してまいります。 
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（３）利用者への情報提供等 
 
 
 
 
 

適切に対応することとしている。 
・ 災害等発生時の初動対応について

は、災害等発生箇所、運輸司令所、
本社、列車、駅等の間で速やかに情
報伝達を行うなど、迅速かつ確実な
初動対応がとられる体制を整備して
いる。 

・ 災害等発生時における帰宅困難者へ
の対応については、各地区における
帰宅困難者対策協議会に参画してお
り、全駅で一時待機スペースの確保
や飲料水、防寒具等の備蓄品を配備
している。 

・ 大規模な地震や津波警報発令時に
は、「鉄道防災計画【地震災害編】」
や「津波に対する運転取扱および避
難誘導マニュアル」「津波と帰宅困難
者への避難誘導マニュアル（藤沢管
区）」に基づき列車を緊急停車したう
えで、安全確保及び周辺状況の把握
に努め、運輸司令所からの指示、又
は、防災行政無線の情報等を勘案し
て係員自らの判断で、指定避難場所
へ避難誘導を行うこととしている。 

・ 鉄道テロへの対応については、「鉄道
テロ対応マニュアル」を制定し、鉄
道テロが発生する恐れがある場合、
又は鉄道テロが発生した場合には、
必要に応じて総合対策本部を設置す
るとともに、警察、消防等関係機関
との緊密な連携のもとに対応するこ
ととしている。 

 
・ 輸送障害等発生時の旅客への情報提

供については、運輸司令所からの情
報をもとに、駅構内外の情報表示装
置（異常時運行情報ディスプレイ、
行先案内表示装置等）や列車内の車
内案内表示装置等への輸送障害情報

者対策の充実に継続して取り組むこ
とが望まれる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 今後とも、様々な情報提供ツールを

活用し、的確かつ迅速な情報提供を
図るとともに、旅客の行動判断に資
する情報提供のより一層の充実を図
ることが望まれる。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 引き続き、急告板、自動アナウンス、

ＨＰ、ＳＮＳやスマートフォンアプ
リ等のツールを最大限活用し、お客
さまの行動判断に資する情報提供を
適切に行うよう努めてまいります。 
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（４）輸送障害及び災害対応
等危機管理に対応した社員
への教育・訓練 

 
 
 
 

の配信、乗務員や駅係員による案内
放送等によって行われている。また、
接続する他社線の運行情報について
も、車内放送や駅での構内放送等に
より旅客への情報提供が行われてい
る。 
提供する情報としては、輸送障害の
発生時間、発生箇所、原因、運行状
況、振替乗車案内、運転再開見込み、
運転再開等であり、自社ホームペー
ジ、ＳＮＳ（ツイッター）、スマート
フォンアプリにおいても同様の情報
を逐次提供している。また、スマー
トフォンアプリでは駅の混雑状況も
提供するなど、利用者の行動判断に
資する情報の提供に努めている。 

・ 台風や大雪などで大規模な輸送障害
の発生が予測される場合には、駅構
内外の情報表示装置や列車内の車内
案内表示装置、駅構内及び列車内で
の案内放送、自社ホームページ、ス
マートフォンアプリ等により運転見
合わせが発生する可能性について事
前に告知するとともに、報道機関へ
の情報提供も行い、利用者には最新
の気象情報や運行情報を確認したう
えでご利用いただくよう呼びかけて
いる。 
 

・ 輸送障害等に対応した教育・訓練に
ついて、管区単位では、関係者との
連携や旅客の避難誘導方法を研究す
る異常時対応研究会、副駅長等に対
して現地責任者の役割や事故対応時
の注意点を教育する現地責任者教育
を年１回実施しており、会社全体で
は異常時総合訓練を年１回実施して
いる。また、副駅長以下全駅員を対
象とした輸送障害時対応マニュアル

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 今後とも、大規模な輸送障害等発生

時の旅客誘導や、駅間停車列車から
の旅客救出、災害等発生時の旅客の
避難・誘導や帰宅困難者への対応等
について、安全で迅速かつ的確な対
応が行えるよう、計画的かつ継続的
な教育・訓練を実施することが期待
される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 引き続き、輸送障害発生時の早期復

旧やお客さまの誘導、救出をスムー
ズに行うための定期的な訓練を継続
して実施してまいります。 
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教育を年１回実施している。 
・ 災害対応等危機管理に対応した訓練

については、津波の浸水想定区域が
含まれる藤沢管区において、津波避
難訓練を年３回実施しており、会社
全体では総合防災訓練、列車一旦停
止訓練を年１回実施している。 

・ その他、警察、消防、自治体等との
合同訓練として、対テロ訓練等を実
施している。 
 

３．訪日外国人旅行者の受入
環境整備に関する事項 

（１）企画乗車券（訪日外国
人旅行者向け） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）乗車券販売に関する利
便性向上にかかる取組状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
・ 訪日外国人旅行者向けの企画乗車券

として、関東の１２社局の鉄道・軌
道線と５０社局の一般バス路線が３
日間、乗り降り自由になる「Greater 
Tokyo Pass」、富士・箱根エリアの
公共交通機関等が３日間乗り放題の
「富士箱根パス」、箱根フリーパス、
江の島・鎌倉フリーパスのサービス
と小田急線全線が乗り降り自由とな
る乗車券の機能が１枚になった「箱
根鎌倉パス」を販売するなど、訪日
外国人旅行者の利用者利便の向上並
びに需要喚起に努めている。 

 
・ 訪日外国人旅行者が駅で乗車券を購

入する際の利便性向上のため、２カ
国語（日本語・英語）に対応した自
動券売機を全駅に設置している。 

・ また、４カ国５言語（日本語・英語・
中国語（繁体字・簡体字）・韓国語）
に対応したホームページで事前購入
が可能なチケットレスサービス「e-
Romancecar」を提供するなど、訪日
外国人旅行者の利便性向上に取り組
んでいる。 

 

 
 
・ 近年、訪日外国人旅行者の大幅な増

加傾向が続いていることや、２０２
０年東京オリンピック・パラリンピ
ック競技大会を見据え、今後とも訪
日外国人旅行者に対する需要の喚起
や利便性向上について積極的に取り
組むことが期待される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
・ 今後も訪日外国人旅行者の需要のさ

らなる取り込みと利便性向上に向
け、ニーズを見極めながら、企画乗
車券の改善施策を検討、推進して参
ります。 
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（３）無料Ｗｉ－Ｆｉの導入
状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）訪日外国人旅行者への
情報提供等の対応状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 小田急電鉄が整備している無料 Wi-
Fi の導入状況については、駅での利
用について、訪日外国人旅客の利用
も特に多いと想定される、新宿駅、
小田原駅、藤沢駅、片瀬江ノ島駅で
可能となっている。なお、これと並
行して、通信事業者が訪日外国人旅
行者を対象に提供している無料 Wi-
Fi アプリ「トラベルジャパン Wi-Fi
（TRAVEL JAPAN Wi-Fi）」の商用サー
ビスが、小田急線全７０駅で利用可
能となっている。 

・ 列車内での利用については、特急ロ
マンスカーへの導入を平成２６年１
２月より順次開始し、平成３１年２
月全形式・全編成での導入が完了し
ている。 

 
・ 駅構内の案内サインについては、「小

田急電鉄サインマニュアル」に基づ
き、他社線乗換駅、観光客が多く来
訪する駅、乗降人数１０万人以上の
駅では４カ国５言語（日本語、英語、
中国語（繁体字・簡体字）、韓国語）、
その他の駅は４カ国語（日本語、英
語、中国語（簡体字）、韓国語）表記
を基本に順次更新しており、令和元
年１０月末現在、４カ国語に対応し
ている駅は全旅客駅７０駅中２７駅
となっている。他社線との接続の際
は各鉄軌道事業者等と連携し、案内
サインの連続性・統一性が保たれる
よう取り組んでいる。音声による案
内については、駅の列車案内や注意
喚起等の自動放送を２カ国語（日本
語、英語）で行っているほか、駅係
員等にタブレット端末が配付されて
おり、多言語翻訳アプリ等を活用し
て個々の訪日外国人旅行者からの問

・ 無料Ｗｉ－Ｆｉによる通信環境の整
備は、訪日外国人旅行者にとって情
報収集や連絡手段等として重要なサ
ービスであり、今後とも、利用可能
な車両の拡大に積極的に取り組むこ
とが期待される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 今後とも、訪日外国人旅行者が安心

して鉄道を利用できるよう、多様な
ツールや媒体を活用し、多言語によ
る情報提供の更なる充実に積極的に
取り組むことが期待される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 列車内の無料Ｗｉ－Ｆｉの整備につ
いて、引き続き、訪日外国人旅行者
の利便性向上に向けた通信環境の整
備に努めてまいります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 訪日外国人旅行者がより安心かつ快

適に鉄道を利用できる環境の実現に
向け、ニーズを見極めながら情報提
供等の対応強化を検討、推進して参
ります。 
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（５）異常時における多言語
での情報提供の取組状況 

 
 
 
 
 
 
 
 

合せへの対応等が可能となってい
る。 

・ 列車内での案内については、車両に
導入している車内案内表示装置・車
内ＬＥＤ装置により、路線案内・停
車駅案内を２カ国語（日本語、英語）
で行っている。また、駅名表記には
駅ナンバリングを併記している。音
声による案内については、行き先・
到着駅・乗換案内等の情報提供を２
カ国語（日本語、英語）による車内
自動放送で行っている。 

・ ホームページでは６カ国７言語（日
本語・英語・中国語（繁体字・簡体
字）・韓国語・フランス語、タイ語）
により列車運行情報、路線図、乗車
券に関する情報、観光情報等を提供
しており、令和元年１０月からはＷ
ＥＢの自動翻訳サービスを導入し
て、４カ国５言語（日本語・英語・
中国語（繁体字・簡体字）・韓国語）
による列車運行情報をリアルタイム
で提供 できるよう強化した。また、 
Facebook、Weibo、Instagram 等の SNS
により、沿線の観光地に関する情報
を４カ国５言語（日本語、英語、中
国語（繁体字・簡体字）、タイ語）５
アカウントで発信している。 

 
・ 災害や輸送障害等発生時における多

言語での情報提供については、駅や
列車内における急告版、音声放送、
異常時案内用ディスプレイや車内案
内表示装置、ホームページやスマー
トフォンアプリ等を活用して行って
いる。 

・ また、令和元年１１月８日以降、全
車両と駅窓口にホームページの列車
運行情報にリンクする４カ国５言語

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 異常時における多言語での情報提供

は、日本語が理解できない訪日外国人
旅行者が災害や輸送障害等に遭遇し
た場合の非常に重要な情報収集手段
となることから、今後とも、異常時に
おける多言語での情報提供の更なる
充実に取り組むことが望まれる。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 輸送障害発生時には、ＱＲコード活

用による情報提供やホームページの
充実により、引き続き訪日外国人旅
行者に安心してご利用いただける環
境整備に努めてまいります。 
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（６）訪日外国人旅行者に対
応するための教育の取組状
況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（７）その他受入環境整備の
取組状況 

 
 

（日本語・英語・中国語（繁体字、
簡体字）・韓国語）に対応したＱＲコ
ードを順次設置しており、運行異常
時にタイムリーな運行情報を発信す
ることに努めている。 

・ なお、台風や降雪などの影響により、
大規模な輸送障害の発生が予想され
る場合には、各駅において４カ国５
言語（日本語・英語・中国語（繁体
字、簡体字）・韓国語）で列車の運休
が発生する可能性があること、最新
の運行情報をホームページ等で確認
していただくことを促すポスター等
の掲出を行っている。 
 

・ 訪日外国人旅行者への対応のための
マニュアルとして、「指さし会話帳」
を駅係員に配付している。この「指
さし会話帳」は駅での基本的な対応
のほか、文化の異なる訪日外国人旅
行者には説明が難しい乗車券や遺失
物対応、PASMO の案内等を網羅して
おり、マニュアルとして活用するだ
けではなく、訪日外国人旅行者との
指さし会話による対面での案内に活
用されている。 

・ その他、訪日外国人旅行者と簡単な
英会話でコミュニケーションを取る
ことを目的に、「英会話研修」を駅係
員全員が受講している。また、ｅラ
ーニングによる「とにかくひとこと
英語対応講座」や「英語アナウンス
スキルアップ研修」を開催している。 

 
・ 駅のトイレについては、全駅トイレ

の洋式化が完了している。また、特
急列車内のトイレについては、一部
車両を除いて洋式化が完了してい
る。和式トイレの設置車両について

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 今後とも、研修その他の教育機会の

充実等の取組みを継続し、訪日外国
人旅行者への対応力向上に努めるこ
とが期待される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 引き続き、訪日外国人旅行者に対す

る対応力向上に向け、指さし会話帳
の見直しや e ラーニングの実施、英
語アナウンス等、教育の充実を図っ
てまいります。 
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は、トイレの使用方法を４カ国語（日
本語、英語、中国語（簡体字）、韓国
語）標記のステッカーを掲示して案
内している。 

・ 外国人対応のインフォメーションセ
ンターは、新宿駅、小田原駅の２駅
に設置されており、乗車券類の発売、
手荷物の一時預かり、観光案内等の
サービスを提供している。 

・ その他、海外の旅行博への出展や、
海外メディアの招請によるプロモー
ション活動、６カ国７言語（日本語、
英語、中国語（繁体字・簡体字）、韓
国語、フランス語、タイ語）による
Web、４カ国５言語（日本語、英語、
中国語（繁体字・簡体字）、タイ語）
による SNS 等による情報発信など、
訪日外国人旅行者の誘致のための取
組みを行っている。 
 

４．視覚障害者等の対応状況
に関する事項 

（１）駅ホームにおける視覚
障害者の転落事故防止のた
めのソフト面の取組状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
・ 平成２８年１２月に公表された「駅

ホームにおける安全性向上のための
検討会」中間取りまとめ（以下「中
間取りまとめ」という。）に示すソフ
ト面の対策として、小田急電鉄では
駅構内で介助者のいない視覚障害者
に気づいた際は、駅係員が積極的に
声かけを行うこととしており、誘導
案内を希望する視覚障害者に対して
は駅係員が誘導案内を実施し、誘導
案内を希望しない視覚障害者に対し
ても状況に応じて可能な限り乗車す
るまで見守る等の配慮をしている。
また、誘導案内を行うことが視覚障
害者に認知されるよう構内放送によ
り情報発信を行うとともに、一般旅
客による視覚障害者への声かけや誘

 
 
・ 今後とも、視覚障害者に鉄道を安心

して利用していただけるよう、継続
した取組みが望まれる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
・ 引き続き「声かけ・サポート」運動

等、目の不自由なお客さまに安心し
て鉄道をご利用いただけるよう取り
組んでまいります。 
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（２）ホームドア・可動式ホ
ーム柵、内方線付き点状ブ
ロック等の整備状況と計画 

 
 
 
 

導案内の促進について、構内放送や
ポスターの掲示等により啓発を行っ
ている。 

・ なお、旅客への啓発活動の一環とし
て、平成２９年度より「「声かけ・サ
ポート」運動強化キャンペーン」を
実施しており、令和元年度は鉄道事
業者等８３社局、６団体が参加し、
令和元年１０月７日から１１月３０
日までの２ヶ月間において実施して
いる。 

・ 視覚障害者への対応に関するマニュ
アルについては、「お手伝いを必要と
されるお客さまへの応対マニュア
ル」を策定し、機会あるごとに見直
しを行っている。 

・ その他、ガイドヘルパーとなるため
の訓練を受けている人の駅における
訓練については、申し出を受けた各
駅において過去１年間で約８０名を
受け入れている。 

 
・ ホームドアについては、「駅ホームに

おける安全性向上のための検討会中
間取りまとめ」において、引き続き、
利用者数（１日当たりの平均利用者
数）１０万人以上の駅を優先してホ
ームドアの整備を進めていくことと
し、その上で、利用者数１０万人以
上の駅のうち、車両の扉位置が一定
している、ホーム幅を確保できる等
の整備条件を満たしている駅につい
ては、内方線付き点状ブロックでは
なく、ホームドアの整備を行うこと
としている。また、整備条件を満た
していない駅についても、 満たすた
めの方策の検討を行い、これらにつ
いて、整備の促進を図って行くこと
とされている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 今後とも、ホームドアや内方線付き

点状ブロック等を計画的に整備し、
視覚障害者をはじめ、全ての鉄道利
用者が安心して駅を利用できる取組
みを推進することが望まれる。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 引き続き、駅ホームにおける安全性

向上のため、ホームドアの整備、内
方線付き点状ブロック等の整備を推
進し、お客さまが安全に安心してご
利用いただけるよう努めてまいりま
す。 
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・ 小田急電鉄におけるホームドアの整
備状況については、現在６駅で整備
済みとなっており、２０２０年度ま
でに利用者１０万人以上の１１駅の
うち、大規模改良駅を除く１０駅の
整備を完了する計画となっている。 

・ 内方線付き点状ブロックについて
は、全７０駅の整備を完了済みであ
る。 

 

５．その他のサービスに関す
る事項 

（１）駅係員等の接遇に関す
る教育の実施状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）移動制約者（高齢者・
障害者等）への対応に関す
る教育の実施状況 

 
 
 

 
 
・ 接遇マニュアルとして、「接客サービ

スマニュアル」を策定し、機会ある
ごとに見直しを行っている。前回見
直しは平成３１年４月に行ってお
り、日常的にマニュアルとして活用
するほか、接遇研修等におけるテキ
ストとしても活用している。 

・ また、駅係員等の接遇に関する利用
者からの意見・要望等については、
業務記録簿管理システムにより共通
管理されており、関係箇所を通じて
事実確認を行ったうえで、必要に応
じて教育・指導を実施し改善を図っ
ている。 

・ その他、更なる接客技術向上のため
の独自の取組みとして、管区対抗で
接客技能を競う「接客グランプリ」
を毎年開催しており、係員の顧客志
向への意識向上、接客スキルのレベ
ルアップを図っている。 
 

・ 移動制約者への対応に関するマニュ
アルについては、「お手伝いを必要と
されるお客さまへの応対マニュア
ル」を策定し、機会あるごとに見直
しを行っている。教育については、
駅係員、アルバイト等を対象に計画

 
 
・ 今後とも、駅係員等の接遇向上のた

めの取組みを推進することが期待さ
れる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 今後とも、移動制約者への適切な対

応が行えるよう、研修や社員教育の
充実やサービス介助士の資格取得等
に継続して取り組むことが期待され
る。 

 

 
 
・ 接客サービスに関する各種研修を引

き続き実施するとともに、毎年実施
している「接客サービスグランプリ」
を継続し、係員の顧客志向向上と接
客スキルのレベルアップに努めてま
いります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 「お手伝いを必要とされるお客さま

への応対マニュアル」を毎年見直し、
係員教育を充実させていきます。ま
た、サービス介助士の資格取得の推
進やユニバーサル研修を実施するこ
とにより、スキルアップに努めてま
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（３）職員の法令違反・不正
等の発生防止のための取組
状況 

 
 
 
（４）業務委託に関する事項 
 
 
 
 
 
 
 
 
（５）駅の無人化等に関する
事項 

 
（６）ハンドル形電動車いす
への対応状況 

 
 
 
 
 
 
（７）サイクルトレインの取

的に実施している。 
・ また、利用者の視点に立ったきめ細

かなサービスを提供していくため、
サービス介助士の資格取得を進めて
おり、令和元年８月３１日現在で約
９５０名の社員が資格を取得してい
る。なお、既資格取得者のスキルア
ップを目的にユニバーサルサービス
研修を実施しており、過去１年間に
おいて１３８名の社員が参加してい
る。 

 
・ 過去３年間に社員による不祥事は発

生していない。 
・ なお、３年に１回、全社員を対象と

したコンプライアンス研修を行って
いる。 

 
・ 小田急電鉄では、新宿駅、町田駅、

海老名駅、小田原駅、湘南台駅にお
いて、定期券発売業務、外国人案内
業務等を委託している。 

・ なお、サービスレベルの低下を避け
るため、管理委託会社に対して規程
類の改正や、接遇の留意事項等を通
知している。 

 
・ 無人駅はない。 
 
 
・ ハンドル形電動車いすについては、

平成３０年４月より、ハンドル形電
動車いすで鉄道を利用する際の利用
要件が見直されたことを踏まえ、社
内通達により駅係員等に周知されて
おり、新たな利用要件に即した取扱
いとなっている。 

 
・ サイクルトレインは実施していな

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 今後とも、サービスレベルの低下を

招かぬよう、業務委託先の教育・研
修等の実施について、適切な管理監
督に努めることが望まれる。 

 
 

いります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 引き続き、接遇の留意事項や規則類

改定等について、漏れのない通知と
接客レベル維持、向上に努めてまい
ります。 
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組状況 い。 

優良事例  

 
・ ホームページでは６カ国７言語（日本語・英語・中国語（繁体字、簡体字）・韓国語・フランス語・タイ語）により列車運行情報、路線図、乗車券に関

する情報、観光情報等を提供しており、令和元年１０月からはＷＥＢの自動翻訳サービスを導入して、４カ国５言語（日本語・英語・中国語（繁体字・
簡体字）・韓国語）による列車運行情報をリアルタイムで提供できるよう強化した。 

 
・ 令和元年１１月８日以降、全車両と駅窓口にホームページの列車運行情報にリンクする４カ国５言語（日本語・英語・中国語（繁体字、簡体字）・韓国

語）に対応したＱＲコードを順次設置しており、運行異常時にタイムリーな運行情報を発信することに努めている。 
 

 


